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１ 児童・障害者・高齢者の福祉手当助成関係 

名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

子ども医療費支給 
子ども医療費支給に

関する条例 

通院 ： 18歳年度末まで 

入院 ： 18歳年度末まで 

医療保険制度の適用される医療費の一部負担金から高額療養費、附加給付金及び他法負担分を除いて支給 

所得制限なし 

県 1／2 補助 ※県制度の支給補助対象は、通院：９歳年度末まで、入院：１５歳年度末まで 

ひとり親家庭等医療

費支給 

ひとり親家庭等の医

療費の支給に関する

条例 

母子・父子家庭等の１８歳に達した日の属する 

年度末までの児童と、その母又は父等 

医療保険制度の適用される医療費の一部負担金から高額療養費、附加給付金及び他法負担分を除いて支給 

所得制限あり 

県 1／2 補助 

児童手当 児童手当法 
18 歳に到達後最初の 3 月 31 日までの間にある子ども（高

校生年代までの子ども）を養育している生計の主体者 

支給月額 

0～3 歳未満 
第 1 子、第 2 子 15,000円 

第 3 子以降 30,000円 

3 歳～高校生年代まで 
第 1 子、第 2 子 10,000円 

第 3 子以降 30,000円 

             

費用負担 

被用者の 3 歳未満については、支援納付金と事業主の負担割合を 3：2 とする。非被用者の 3 歳未満

については、3/5 を支援納付金、残りを国と地方で 2：1 負担する。3 歳以降については一律、1/3

を支援納付金、残りを国と地方で 2：1 負担する。（公務員分については所属庁の負担とする） 

   ※第 1子、第 2 子、第 3 子は 22歳の年度末までの子どもの数を数える。所得制限なし。 

児童扶養手当 児童扶養手当法 
母子・父子家庭等の１８歳に達した日の属する年度末まで

の児童を養育している母又は父等 

国庫負担金 １／３ 

１人 ４８，０５０円（全部支給）  ｏ所得制限あり（一部支給停止、全額支給停止） 

２人目からは１人につき１１，３５０円～５，６８０円を加算 

特別児童扶養手当 特別児童扶養手当法 
２０歳未満の精神又は身体に障害のある児童を家庭にお

いて育てている人 

１級 月額５８，４５０円 

２級 月額３８，９３０円  ｏ所得制限あり（全額支給停止） 

子育て援助活動支援

事業利用料助成 

子育て援助活動支援

事業利用料助成金交

付要綱 

生活保護世帯・市民税非課税世帯 

２人以上の児童のいる世帯（同月に２人以上の児童が利用

した場合のみ） 

ファミリー・サポート・センター及び子育て緊急サポート事業１ヶ月の利用料の半額を助成する。それぞ

れ１万円を限度とする。 

小児慢性特定疾病児童

等助成 

小児慢性特定疾病児

童等助成金支給要綱 

埼玉県小児慢性特定疾病医療受給者証の交付を 

受けている者 
１５，０００円／年度 

特別障害者手当 

障害児福祉手当 

福祉手当 

特別児童扶養手当法 重度の身体障害者又は知的障害者等 

特別障害者手当 ３０，４５０円／月 

障害児福祉手当 １６，５６０円／月   国３／４・市１／４  ｏ所得制限あり 

福祉手当    １６，５６０円／月 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

重度心身障害者福祉

手当 

重度心身障害者福祉

手当支給条例 

身体障害者手帳１・２級 

療育手帳    Ⓐ・Ａ・Ｂ 

精神障害者保健福祉手帳１級 

５，０００円／月 ｏ所得制限あり（住民税課税者は支給停止） ｏ国手当受給中の場合は支給停止 

難病者福祉手当 難病者福祉手当支給条例 埼玉県特定疾患等医療受給者証の交付を受けている者 ４，０００円／月 ｏ所得制限あり（住民税課税者は支給停止） 

重度心身障害者の医

療費の助成 

重度心身障害者の医

療費の助成に関する

条例 

身体障害者手帳 １・２・３級 

療育手帳    Ⓐ・Ａ・Ｂ 

精神障害者保健福祉手帳 １・２級 

６５歳以上で、後期高齢者医療広域連合の定める障害程度

の状態と認定を受けた者 

医療保険制度の適用される医療費の一部負担金から高額療養費、附加給付金及び他法負担分を除いて助成

する。入院時食事代は半額助成。（２０歳未満は全額助成）（令和８年１０月以降の入院時食事代について

は１８歳に達する年度末まで全額助成） 

（精神障害者保健福祉手帳１級の方については、精神病床の入院に係る費用は助成対象外）（精神障害者

保健福祉手帳２級の方については、自立支援医療（精神通院）に係る医療費の自己負担分のみ助成） 

ｏ年齢等による資格制限あり ｏ所得制限あり 

意思疎通支援者派遣

事業 

意思疎通支援者派遣

事業実施要綱 
聴覚障害者及び音声・言語機能障害者等 聴覚障害者等のコミュニケーションを支援するため手話通訳者・要約筆記者を派遣する。 

補装具費の支給 障害者総合支援法 
身体障害者手帳保持者または難病患者等で、補装具を必要

とする者。ただし、介護保険適用者は介護保険優先 
車いす、補聴器等の費用（それぞれの基準額）を支給する。 

難聴児補聴器購入費

助成 

難聴児補聴器購入費

助成事業実施要綱 

満１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間に

ある児童等で、両耳の聴力レベルが２５デシベル以上で、

聴覚障害に係る身体障害者手帳の交付の対象とならない者 

別に定める算定基礎額の３分の２の額を補聴器購入費の一部として助成する。 

重度身体障害者居宅

改善整備費助成 

重度身体障害者居宅

改善整備費助成事業

実施要綱 

身体障害者手帳１、２級の者（下肢・体幹障 

害）。ただし、介護保険適用者は対象外 
対象経費の２／３とし、２４万円を限度とする。 

身体障害者用自動車

改造費助成 

身体障害者用自動車

改造費助成事業実施

要綱 

身体障害者手帳保持者で一定の要件を満たす者 １００，０００円を限度とする。 

重度心身障害者自動

車等燃料費助成 

重度心身障害者自動

車等燃料費助成に関

する要綱 

身体障害者手帳１・２級又は療育手帳Ⓐ・Ａの交付を受け

ていて次の要件を満たしている者 

ｏ重度心身障害者が生業に使用し、又は家族等 

が重度心身障害者のために通所・通学・通院 

等に使用する自動車等 

ｏ自動車等は重度心身障害者又はその者と生計を同じに

する者の所有であるもの 

ｏ在宅生活者 

ガソリン１ℓ につき５５円とし、月５０ℓ を限度とする。（自動二輪車・原動機付自転車は１０ℓ 限度） 

軽油１ℓ につき３５円とし、月５０ℓ を限度とする。 

ＬＰＧ１ℓ につき２５円とし、月５０ℓ を限度とする。 

（重度心身障害者福祉タクシー利用料金助成との併給は不可） 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

障害者日常生活用具

の給付 

障害者日常生活用具

給付事業実施要綱 

障害者、障害児、難病患者等で、日常生活用具を必要とす

る者。ただし、介護保険適用者は介護保険優先 

市内に居住し本市が援護している在宅生活者に対し、日常生活用具を給付する。 

【給付の対象となる用具】 便器、特殊マット、特殊寝台、特殊尿器、入浴担架、体位変換器、視覚障害

者用ポータブルレコーダー、視覚障害者用時計、居宅生活動作補助用具、点字タイプライター、訓練いす、

訓練用ベッド、電磁調理器、視覚障害者用体温計（音声式）、聴覚障害者用屋内信号装置、火災警報器、

自動消火器、透析液加温器、酸素ボンベ運搬車、頭部保護帽、入浴補助用具、トイレチェアー、聴覚障害

者用情報受信装置、ストマ用装具、点字図書、視覚障害者用体重計、ネブライザー、携帯用会話補助装置、

視覚障害者用誘導装置、車椅子用段差昇降機、点字ディスプレイ、携帯用信号装置、電気式たん吸引器 人

工内耳用電池、カーシート、パルスオキシメーター等 

重度心身障害者福祉

タクシー利用料金助

成 

重度心身障害者福祉

タクシー利用料金助

成に関する要綱 

身体障害者手帳 １・２級 

療育手帳    Ⓐ・Ａ 

ｏ在宅生活者 

タクシーを利用する際、１回の乗車につき（初乗運賃相当額の２倍以上の料金の場合）２枚まで使用する

ことができ、１枚につき初乗り料金相当額を助成する。利用券は月５枚の割合で年度当初に交付する。（重

度心身障害者自動車等燃料費助成との併給は不可） 

聴覚障害者用福祉電

話基本料金等助成 

聴覚障害者用福祉電

話基本料金等助成に

関する要綱 

聴覚機能障害３級以上及び音声又は言語機能障害で身体

障害者手帳の交付を受けている者 

基本料金（回線使用料、配線設備使用料、機器使用料、リース料）及び購入設置費を助成する。 

ｏ基本料金  月額の６／１０ 

ｏファクシミリ 購入設置費の６/１０とし、６０，０００円を限度とする。 

ｏ電話又はフラッシュベル 購入設置費の６／１０とし、１２，０００円を限度とする。 

障害者等の補装具購

入等に係る利用者負

担に対する助成 

障害者等の補装具購

入等に係る利用者負

担に対する助成実施

要綱 

身体障害者補装具、障害者日常生活用具、小児慢性特定疾

患児日常生活用具の給付対象となった者 

難聴児補聴器購入助成の対象となった者 

市内に居住し本市が援護する在宅生活者に対し、補装具の交付、修理、日常生活用具の給付等に係る自己

負担金を助成する。 

地域活動支援センタ

ー（サービス向上型）

等通所者奨励金支給 

地域活動支援センタ

ー（サービス向上型）

等通所者奨励金支給

要綱 

地域活動支援センター（サービス向上型）等に通所してい

る者 
１カ月の通所日数が１５日以上ある者に月額２，０００円の通所者奨励金を支給する。 

知的障害者総合補償

制度保険料の助成 

知的障害者総合補償

制度保険料の助成に

関する要綱 

知的障害者 
知的障害者が加入する総合補償制度保険料の一部（課税世帯は保険料の１／２で４，０００円が上限、非

課税世帯は保険料の７／１０で、１１，９００円が上限）を助成する。 

小児慢性特定疾患児

日常生活用具給付 

小児慢性特定疾患児

日常生活用具給付事

業実施要綱 

入間市小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業実施要

綱第２条に該当する者 

在宅の小児慢性特定疾病児童に対し、日常生活用具を給付する。 

【給付の対象となる用具】 便器、特殊マット、特殊寝台、特殊尿器、体位変換器、入浴補助用具、車い

す、頭部保護帽、歩行支援用具、電気式たん吸引器、特殊便器、クールベスト、紫外線カットクリーム、

ネブライザー、パルスオキシメーター、ストーマ装具（消化器系・尿路系）（在宅以外の者についても対

象）、人工鼻 

在宅重度身体障害者

入浴サービス事業 

在宅重度身体障害者

入浴サービス事業実

施要綱 

家庭において入浴することが困難な重度身体障害者(ただ

し介護保険適用者は介護保険優先)。 

月４回を限度として、入浴サービスを提供する。 

利用者負担は、課税世帯では利用料の５％（障害児の場合は、世帯員の所得割額の合計が２８万円未満の

場合は無料）、非課税世帯及び生活保護世帯では無料。 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

介護給付 障害者総合支援法 
身体障害者、知的障害者、精神障害者、障害児、難病患者

等 

居宅介護（ホームヘルプ）、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、短期入所（シ

ョートステイ）、療養介護、生活介護、施設入所支援 

利用者負担は、原則として１０％の定率負担であるが、低所得世帯（非課税世帯）は無料、課税世帯でも

負担上限額を設定するなどの負担軽減がある。 

訓練等給付 障害者総合支援法 身体障害者、知的障害者、精神障害者、難病患者等 

自立訓練（機能訓練・生活訓練）、宿泊型自立訓練、就労移行支援、就労継続支援（Ａ型＝雇用型・Ｂ型

＝非雇用型）、共同生活援助（グループホーム）、就労定着支援、自立生活援助 

利用者負担は、原則として１０％の定率負担であるが、低所得世帯（非課税世帯）は無料、課税世帯でも

負担上限額を設定するなどの負担軽減がある。 

障害者医療費 障害者総合支援法 身体障害者、知的障害者、精神障害者、障害児 
障害に係る医療費の公費負担制度（精神通院医療、更生医療、育成医療） 

利用者負担は、原則として１０％の定率負担であるが負担上限額を設定するなどの負担軽減がある。 

障害児通所支援 児童福祉法 障害児等 

児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援 

利用者負担は、原則として１０％の定率負担であるが、低所得世帯（非課税世帯）は無料、課税世帯でも

負担上限額を設定するなどの負担軽減がある。３歳児～５歳児 無償化（３歳に到達後最初の 4/1～就学

するまで） 

相談支援 
障害者総合支援法 

児童福祉法 

身体障害者、知的障害者、精神障害者、障害児、難病患者

等、家族、介護人、関係者 

障害福祉サービスの情報や専門機関の紹介、福祉サービスの手続きの支援等を行う。また、日常生活で困

ったことを一緒に考えて、その解決方法を見つけていく。 

地域計画相談支援、地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）、障害児相談支援 

障害者就労支援 障害者総合支援法 身体障害者、知的障害者、精神障害者、家族、関係者 
求職相談、就労継続支援、離職後の支援等を行う。また、相談支援センターの相談支援専門員と連携し、

生活と就労の支援を総合的に行う。 

障害者移動支援 
障害者移動支援事業

実施要綱 

視覚障害者又は全身性障害者、知的障害者、精神障害者、

障害児 

屋外での移動が困難な障害のある人について、外出のための支援を行う。 

利用は１カ月当たり６０時間を限度とする。 

利用料は利用時間により異なる。 

利用者負担は、課税世帯では利用料の５％（障害児の場合は、世帯員の所得割額の合計が２８万円未満の

場合は無料）、非課税世帯及び生活保護世帯では無料。 

障害者地域活動支援

センター事業 

障害者デイサービス

事業実施要綱 

地域活動支援センタ

ー（サービス向上型）

事業実施要綱 

身体障害者、知的障害者、精神障害者、難病患者等 

障害のある人が通い、創作的活動または生産活動の提供、社会との交流等の便宜を図る。 

デイサービスの場合は、障害程度により利用料が異なる。 

デイサービスの利用者負担は、課税世帯では利用料の５％（障害児の場合は、世帯員の所得割額の合計が

２８万円未満の場合は無料）、非課税世帯及び生活保護世帯では無料。 

サービス向上型の利用者負担は無料。 

障害者福祉ホーム事

業 

障害者福祉ホーム事

業実施要綱 
身体障害者、知的障害者、精神障害者 

住居を必要としている障害者に、低額な料金で居住室等を提供するとともに日常生活に必要な支援を行

う。 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

障害者日中一時支援 
障害者日中一時支援

事業実施要綱 

身体障害者、知的障害者、精神障害者、障害児、難病患者

等 

障害者等の日中における活動の場を確保し、障害者等の家族の就労及び障害者等を日常的に介護している

家族の一時的な休息等の支援を図る。 

利用料は障害程度により異なる。利用者負担は、課税世帯では利用料の５％（障害児の場合は、世帯員の

所得割額の合計が２８万円未満の場合は無料）、非課税世帯及び生活保護世帯では無料。 

生活ホーム事業 
生活ホーム事業実施

要綱 
身辺自立している身体障害者及び知的障害者 

自立した生活を望みながら家庭環境、住宅事情等により自立が阻害されている身体障害者及び知的障害者

が入居し、その社会的自立を助長するための指導及び援助を行う。（自己負担額有） 

心身障害者生活サポ

ート事業 

心身障害者生活サポ

ート事業実施要綱 
身体障害者・知的障害者・精神障害者・難病患者等 障害者の方へ１年度１５０時間を限度として外出援護等のサービスを提供（自己負担額有） 

心身障害者通学等移

動介護人派遣事業 

入間市心身障害者通

学等移動介護人派遣

事業実施要綱 

市内在住で、小中学校、高校、中等教育学校、高等専門学

校、特別支援学校、大学等に通学する者で、身体障害又は

知的障害があり、1 人での通学が困難であると認められる

者 

就学する心身障害者に対し、通学等が円滑に行えるよう介護人を派遣することにより、心身障害者の自立

と社会参加を促進し、心身障害者の福祉の向上を図ることを目的とする事業 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

養護老人ホームへの

入所 

老人福祉法 

老人ホーム入所等判

定委員会条例 

６５歳以上の老人で、環境上及び経済的理由により、

家庭での養護を受けることが困難な方 
入間市老人ホーム入所等判定委員会により入所の要否を判定する。 

在宅高齢者等おむつ

事業 

在宅高齢者等おむつ

事業実施要綱 

市内に居住し、本市の介護認定審査会において要支援

以上の認定を受けた在宅の高齢者等で常時失禁の状

態にある方 

紙おむつの給付…指定業者の中から１業者を選択。月額５，０００円を限度に給付。自己負担１割。 

ねたきり高齢者等寝

具乾燥車派遣事業 

ねたきり高齢者等寝

具乾燥車派遣事業実

施要綱 

市内に住所を有する常時臥床している６５歳以上の

者で家族が寝具乾燥を行うことが困難な方。世帯の全

員が７５歳以上の方。身体障害者手帳１，２級を所持

しており、本人および家族が寝具乾燥を行うことが困

難な方 

月１回程度、寝具乾燥車を無料で派遣する。 

ねたきり高齢者等介護手

当 

ねたきり高齢者等介

護手当支給条例 

市内に住所を有する介護保険で要介護の認定を受け､

常時臥床の状態またはこれに準じる状態が６か月以

上継続している６５歳以上の者を常時介護している

方 

支給額…月額５，０００円 

ただし、介護を受けている者及び介護者が市民税非課税世帯に属する場合は１０,０００円 

支給月…４月・８月・１２月 

一人暮らし高齢者等

緊急通報システム事

業 

一人暮らし高齢者等

緊急通報システム事

業実施要綱 

市内に住所を有する日常生活に不安のある 75 歳以上

のひとり暮らし、日中独居者及び 75 歳以上の世帯 

※身体障害者手帳１・２級所持者、６５歳以上で心身

の状況により常時注意を必要とするひとり暮らし、日

中独居者も対象 

３業者から選択可能。 

緊急通報装置設置、非常用ペンダントの貸与。緊急通報装置または非常用ペンダントのボタンを押すと電話回

線、または、無線通信にて警備会社に連絡。必要に応じ救急車、消防車の出動要請をする。所得に応じて自己

負担がある。 

※その他、各業者によるオプション（火災センサー等）あり。 

老人憩いの家事業 
老人憩いの家設置及

び運営管理要綱 
原則として市内に居住する６０歳以上の方 

市内に居住する高齢者に対して健全な憩いの場を提供し、心身の健康増進を図るため、高齢者の身近な地域に

気軽に利用できる施設を整備するもの。施設の利用促進を図るために日常管理については地域の健康推進クラ

ブに委託している。 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

要援護高齢者等タク

シー利用料金の助成 

要援護高齢者等タク

シー利用料金助成に

関する要綱 

市内に住所を有する介護保険の要介護の認定を受け

た者（重度心身障害者福祉タクシー利用料金助成に関

する要綱に該当するものを除く） 

１枚５００円のタクシー利用券を申請により配布する。１回の利用に２枚まで使用できる。（利用は通院、通

所に限る） 

申請月 枚数 

４月から６月 １２枚 

7 月から９月 ９枚 

１０月から１２月 ６枚 

１月から２月 ３枚 
 

高齢者等支援事業利

用者負担軽減事業 

高齢者等支援事業利

用者負担軽減事業実

施要綱 

市内に住所を有し、本市の介護認定審査会において認

定を受けている低所得者（住民税非課税世帯に属する

者等） 

介護保険利用料（在宅サービス）自己負担分について一部助成する。 

市内に住所を有し、次のいずれかに該当する方 助成割合 

市町村民税非課税世帯かつ老齢福祉年金受給者 ２分の１ 

市町村民税非課税世帯かつ入間市重度心身障害者福祉手当支給条例第３

条第１項第１号該当者 
２分の１ 

市町村民税非課税世帯 ４分の１ 
 

ねたきり高齢者等訪

問理容・美容サービス

事業 

ねたきり高齢者等訪

問理容・美容サービ

ス事業実施要綱 

市内に住所を有し、要介護の認定を受けた者（要支援

は除く）のうち、病気等により常時臥床の状態又はこ

れに準ずる状態にあって、その状態が３ヶ月以上継続

している者（入院・入所している者は除く） 

１枚２，５００円の利用補助券を申請により配付する。１回の利用に１枚使用できる。 

  申請日 枚数 

４月から９月 ４枚 

１０月から３月 ２枚 
 

認知症高齢者等支援

事業 

(位置情報サービス) 

認知症高齢者等支援

事業実施要綱 

市内に住所を有する在宅の方で、次のいずれかに該当

する方 

①65 歳以上の者で、認知症症状により外出中に行方

不明になるおそれのある方 

②療育手帳の交付を受けている者で、外出中に行方不

明になるおそれのある方 

③40 歳以上であって、かつ、要支援または要介護認

定を受けている者で、認知症症状により外出中に行

方不明になるおそれのある方 

④器質性精神障害があり、認知症症状により外出中に

行方不明になるおそれのある方 

⑤前各号に掲げる方のほか、市長が必要と認めた方 

外出中に行方不明になるおそれのある高齢者等に、位置情報通信端末機を貸与することで、行方不明時に対象

者の所在地を把握し、早期保護及び安全確保を図る。 

所得に応じて自己負担がある。 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

認知症高齢者等支援

事業 

(身元確認支援サービ

ス) 

 

認知症高齢者等支援

事業実施要綱 

市内に住所を有する在宅の方で、次のいずれかに該当

する方 

①65 歳以上の者で、認知症症状により外出中に行方

不明になるおそれのある方 

②療育手帳の交付を受けている者で、外出中に行方不

明になるおそれのある方 

③40 歳以上であって、かつ、要支援または要介護認

定を受けている者で、認知症症状により外出中に行

方不明になるおそれのある方 

④器質性精神障害があり、認知症症状により外出中に

行方不明になるおそれのある方 

⑤前各号に掲げる方のほか、市長が必要と認めた方 

外出中に行方不明になるおそれのある高齢者等に身元確認の助けとなる物品を交付し、早期保護及び安全確保

を図ることで介護する者の精神的負担を軽減する。 

交付物品 

①爪Ｑシール（入間市名称及び身元特定番号、市役所の電話番号が登録されたＱＲコードが記載され、主に爪

に貼付するシール） 

②かかとステッカー（入間市名称及び身元特定番号が印字された靴に貼付する蛍光ステッカー） 

③キーホルダー（爪Ｑシールと同様のＱＲコードが入ったキーホルダー） 

エンディングプラン

サポート事業 

エンディングプラン

サポート事業実施要

綱 

次の要件を全て満たす方 

①市内に居住する６５歳以上の者 

②身寄りがない者又はそれに準じる者 

③生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定に

よる保護を受けていないこと。 

④本人及び同一生計の世帯員（以下「本人等」という。）

の月収の合計が、生活保護法の規定による最低生活費

に１．３を乗じて得た額（次号において「基準額」と

いう。）以下であること。 

⑤本人等の預貯金の合計額が、基準額に１２を乗じて

得た額以下であること。 

⑥本人等に所有する不動産がない、又は本人等が所有

する土地（マンションに係るものを除く。）に係る固

定資産税評価額の合計が社会福祉法人埼玉県社会福

祉協議会による不動産担保型生活資金貸付けにおけ

る所有不動産要件の概算評価基準額未満であること。 

高齢者に対し、協力事業者と連携して、次に掲げる支援を提供する。 

①自身の死後の葬儀、納骨等に係る協力事業者との生前契約（以下「生前契約」という。）に関する情報を提

供すること。 

②生前契約を締結した高齢者について、次に掲げる事項に係る支援プラン（以下「支援プラン」という。）を

策定し、当該高齢者の死後の葬儀、納骨等の円滑な実施を図ること。 

ア 生前契約の履行 

イ 訪問、電話等による安否確認の実施（希望者に限る。） 

ウ 死亡届出人の確保 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

介護保険 介護保険法 

 
第１号 

被保険者 

第２号 

被保険者 

対象者 65 歳以上の方 

40歳から 64歳ま

での医療保険加

入の方 

受給

要件 

要

介

護

・

要

支

援 

原因を問わず要

支援・要介護状

態になったとき 

末期がん・関節リ

ウマチ等の加齢

に起因する疾病

（特定疾病）によ

り要介護、要支援

状態になったと

き 

○要介護状態 

（寝たきり、認知症等で介護が必要

な状態） 

○要支援状態 

（日常生活に支援が必要な状態） 

事

業

対

象

者 

生活機能の低下

がみられ、基本 

チェックリスト

に よ り サ ー ビ

ス・活動事業（第

一号事業）の利用

が必要と判定さ

れた方 

 

 

○介護サービスの内容 

 第１号被保険者 第２号被保険者 

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
種
類 

要介護１ 

要介護２ 

要介護３ 

要介護４ 

要介護５ 

○居宅介護サービス 

【訪問サービス】・訪問介護（ホームヘルプサービス） ・訪問看護 など 

【通所サービス】・通所介護（デイサービス） ・通所リハビリテーション 

【短期入所サービス】・短期入所生活介護（ショートステイ） など 

【その他のサービス】・福祉用具貸与 ・特定福祉用具販売 など 

○地域密着型介護サービス 

 ・小規模多機能型居宅介護 ・認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

・複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） など 

○施設サービス 

・介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） ・介護老人保健施設 など 

要支援１ 

要支援２ 

○介護予防サービス 

【訪問サービス】・介護予防訪問リハビリテーション ・介護予防訪問看護 など 

【通所サービス】・介護予防通所リハビリテーション 

【短期入所サービス】・介護予防短期入所生活介護（ショートステイ） など 

【その他のサービス】・介護予防福祉用具貸与 ・特定介護予防福祉用具販売 など 

○地域密着型介護予防サービス 

  ・介護予防小規模多機能型居宅介護 ・介護予防認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） など 

○サービス・活動事業（第一号事業） 

・訪問型サービス ・通所型サービス 

事業対象

者 

○サービス・活動事業（第一号事業） 

・訪問型サービス ・通所型サービス 

 

   

○利用できるサービスの支給限度額のめやす（１か月当たり） 

 〈居宅サービス〉            （円） 

要 介 護 度 支 給 限 度 額 

要  支  援  １ ５０，３２０  

要  支  援  ２ １０５，３１０  

要  介  護  １ １６７，６５０  

要  介  護  ２ １９７，０５０  

要  介  護  ３ ２７０，４８０  

要  介  護  ４ ３０９，３８０  

要  介  護  ５ ３６２，１７０  

 ※自己負担は支給限度額の１割～３割 
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名     称 関 係 法 令 対  象  者 説                      明 

後期高齢者医療制

度の自己負担額 

（令和 8 年 8 月 1

日から変更） 

高齢者の医療の

確保に関する法

律 

・７５歳以上の方 

・６５歳～７５歳未満

で一定の障害のある

方で、埼玉県後期高

齢者医療広域連合に

申請して認定を受け

た方 

 

     

自己負担限度額（月額） 
入院時食事代負担額 

（１食あたり） 

所得区分 外来（個人ごと） 
外来＋入院 

（世帯合算） 

年間上限 

（世帯合算） 

現役並 

所得者 

医療費 

３割負担 

現役Ⅲ 
２７０，３００円＋医療費が９０１，０００円を超えた場合は

その超過分の１％を加算 
（多数回該当１４０，１００円） 

１，６８０，０００円 

（月額平均１４０，０００円） 

 

５５０円（指定難病者は

３３０円に据え置かれま

す。平成２８年３月３１

日において、既に１年を

超えて精神病床に入院中

及び合併症当により転退

院した場合で同日内に再

入院する方は、経過措置

により２６０円に据え置

かれます。） 

 

現役Ⅱ 
１７９，１００円＋医療費が５９７，０００円を超えた場合は

その超過分の１％を加算 
（多数回該当９３，０００円） 

１，１１０，０００円 

（月額平均９２，５００円） 

現役Ⅰ 
８５,８００円＋医療費が２８６,０００円を超えた場合はその

超過分の１％を加算 
（多数回該当４４，４００円） 

 ５３０，０００円 

（月額平均４４，２００円） 

一般 

医療費 

２割負担 

一般Ⅱ 

２２，０００円 
（年間上限２１．６万円） 

６１，５００円 
(多数回該当４４，４００円) 

５３０，０００円 

（月額平均４４，２００円） 

 

一般 

医療費 

１割負担 

一般Ⅰ 

低所得者

医療費 

１割負担 

低所得者

区分Ⅱ 
１１，０００円 

（年間上限９．６万円） 
２５，７００円 

(多数回該当２４，６００円) 

２９０，０００円 

（月額平均２４，２００円） 

９０日までは２７０円 

９０日を超えると２２０

円 

低所得者 

区分Ⅰ 
８，０００円 １５，７００円 

１８０，０００円 

（月額平均１５，０００円） 
１３０円 
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名     称 関 係 法 令 対    象    者 説                      明 

拠 出 年 金 国民年金法  

老齢基礎年金 原則として６５歳から支給。満６０歳から繰上げ支給可能。  （令和８年４月１日現在） 

昭和３１年４月２日以後生まれの人………８４７，３００円 

昭和３１年４月１日以前生まれの人………８４４，９００円 

繰上げによる支給率 

   昭和３７年４月１日以前生まれの人 

    ※請求月から６５歳の誕生日の前月までの月数×０．５＝減額率 

       ６０歳 ― ７０％      ６３歳 ― ８８％ 

  ６１歳 ― ７６％      ６４歳 ― ９４％ 

       ６２歳 ― ８２％      ６５歳 ― １００％ 

   昭和３７年４月２日以降生まれの人 

    ※請求月から６５歳の誕生日の前月までの月数×０．４＝減額率 

       ６０歳 ― ７６％      ６３歳 ― ９０．４％ 

       ６１歳 ― ８０．８％    ６４歳 ― ９５．２％ 

       ６２歳 ― ８５．６％    ６５歳 ― １００％ 

障害基礎年金（旧法の福祉年金を含む） 

   １級  昭和３１年４月２日以後生まれの人………１，０５９，１２５円／年 

       昭和３１年４月１日以前生まれの人………１，０５６，１２５円／年 

   ２級  昭和３１年４月２日以後生まれの人……………８４７，３００円／年 

       昭和３１年４月１日以前生まれの人……………８４４，９００円／年 

   子の加算  子１人………２４３，８００円／年 

         子２人………４８７，６００円／年 

         子３人………５６８，９００円／年 

遺族基礎年金 配偶者と子が受けとるとき(旧法の母子年金を含む)子が受けとるとき（旧法の遺児年金を

含む） 

昭和３１年４月２日以後生まれの人………８４７，３００円 

昭和３１年４月１日以前生まれの人………８４４，９００円 

    子の加算 

  配偶者と子１人………２４３，８００円／年   子１人……………………０円／年 

      配偶者と子２人………４８７，６００円／年   子２人……２４３，８００円／年 

      配偶者と子３人………５６８，９００円／年   子３人……３２５，１００円／年 
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２　生活保護等

令和６年４月１日現在 令和７年４月１日現在 令和８年４月１日現在

人口 144,262 人 142,880 人 141,850 人

被保護世帯 1,067 世帯 1,088 世帯 1,086 世帯

被保護人員 1,293 人 1,325 人 1,315 人

保護率 0.896 ％ 0.927 ％ 0.927 ％

令和５年度 令和６年度 令和７年度

生活扶助 661,544,750 円 681,746,945 円 668,167,412 円

住宅扶助 414,870,194 円 425,318,112 円 426,780,575 円

教育扶助 5,647,208 円 5,136,213 円 5,365,714 円

介護扶助 79,569,489 円 75,921,436 円 91,331,066 円

医療扶助 1,034,774,926 円 1,196,149,287 円 1,246,911,938 円

出産扶助 571,300 円 646,200 円 588,500 円

生業扶助 3,617,504 円 3,266,389 円 3,464,242 円

進学準備給付金 500,000 円 300,000 円 600,000 円

就労自立給付金 1,058,371 円 654,151 円 745,253 円

葬祭扶助 4,650,046 円 4,700,141 円 6,512,534 円

保護施設事務費 6,478,300 円 5,621,311 円 7,099,516 円

日常生活支援
住居施設委託事務費

218,300 円 0 円 0 円

計 2,213,500,388 円 2,399,460,185 円 2,457,566,750 円

住居確保給付金

令和５年度 令和６年度 令和７年度

支給延べ月数 25 月 66 月 46 月

支給金額 1,097,500 円 2,843,500 円 2,154,000 円

1月あたり支給額 43,900 円 43,100 円 46,800 円
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３ 児童福祉 

(1) 公立保育所一覧表 

                              令和８年４月１日現在 

施  設  名 利用定員 

保 育 実 施 人 数 

設置年月日 三 歳 

未 満 児 

三 歳 

以 上 児 

豊 岡 保 育 所 
１５０ 23 42 

昭 26. 9.16 

金子第一保育所 
１２０ 15 37 

昭 30. 4. 1 

金子第二保育所 
８４ 2 24 

昭 31. 5. 1 

藤 沢 保 育 所 
１２０ 29 50 

昭 28. 5. 1 

藤沢第二保育所 
１２０ 28 64 

昭 45. 11. 1 

宮 寺 保 育 所 
１２０ 18 37 

昭 34. 4. 2 

二本木保育所 
６０ 5 22 

昭 43. 4. 1 

東金子保育所 
９０ 15 45 

昭 48. 8. 1 

高 倉 保 育 所 
９０ 15 35 

昭 50. 6. 1 

西武中央保育所 
９０ 27 64 

昭 53. 4. 1 

合     計 
１,０４４ 177 420 
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(2) 私立保育園・認定こども園 

                              令和８年４月１日現在 

施  設  名 利用定員 

保育実施人数 

設置年月日 三 歳 

未 満 児 

三 歳 

以 上 児 

豊 岡 保 育 園 
８０ 21 47 

大 15．4．6 

あけぼの保育園 
１２０ 37 67 

昭 31. 4. 1 

い る ま 保 育 園 
１２０ 54 75 

昭 48. 4. 1 

こどものくに保育園 
９０ 32 58 

昭 50. 6. 1 

ゆりかご保育園 
１２０ 29 59 

昭 52. 4. 1 

しらさぎ保育園 
９０ 39 55 

昭 52. 4. 1 

ChaCha Children 

Iruma １２０ 46 65 
昭 54. 4. 1 

あけぼの保育園分園 
２９ 9 17 

平 16. 4. 1 

わかばの森保育園 
２０ 23 0 

平 17. 4. 1 

杏 ほ い く え ん 
９０ 35 56 

平 19. 4. 1 

木 の 実 保 育 園 
６９ 26 35 

平 19. 4. 1 

むさしっこ保育園 
６８ 27 30 

平 20. 4. 1 

どろんこ保育園 
７０ 32 36 

平 27. 4. 1 

黒 須 保 育 園 
６０ 13 27 

令 6. 4. 1 

おおぎこども園 

（認定こども園） 

 

（教育） 

１５ 0 18 
平 31. 4. 1 

（保育） 

１２０ 53 64 

おおぎ第二こども園 

（認定こども園） 

 

（教育） 

１５ 0 15 
令 5. 4. 1 

（保育） 

６０ 30 19 

合   計 １，３５６ 506 744  
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(3) 小規模保育 

                              令和８年４月１日現在 

施  設  名 利用定員 

保育実施人数 

設置年月日 三 歳 

未 満 児 

三 歳 

以 上 児 

すくすく保育園 
１９ 16 0 平 27. 4. 1 

おひさま保育園 
１１ 10 0 平 27. 4. 1 

武蔵藤沢めぐみ保育園 
１６ 13 0 平 27. 4. 1 

みつばち保育園 
１９ 17 0 平 27. 7. 1 

夢の森ほのぼのハニー

保育園 １９ 16 0 平 29. 4. 1 

スクルドエンジェル保

育園久保稲荷園 １９ 15 0 令 3. 1. 1 

むさし保育園 １９ 17 0 令 3. 4. 1 

ひまわり保育園 

ジョンソンタウン園 １２ 10 0 令 8. 1. 1 

合   計 
１３４ 114 0  
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(4) 学童保育室（公設民営 25施設） 

 令和８年４月１日現在 

名   称 所在地 定員 
学 年 別 内 訳 入室率

(%) 

開設年月日       

注 1 1年 2年 3年 4年 5年 6年 合計 

豊 岡 学 童 保 育 室 
向陽台 1-1-14 

40 8 14 9 2 4 0 37 92.5 
昭 48.8.21   

(R4.4.1) 

豊岡第二学童保育室 40 8 14 10 4 1 1 38 95.0 令 4.4.1 

藤 沢 学 童 保 育 室 上藤沢 384-3 40 18 14 16 0 0 0 48 120.0 
昭 51.8.1 

(H6.4.28) 

西 武 学 童 保 育 室 
野田 498 

40 23 15 9 0 0 0 47 117.5 
昭 54.10.1 

(平 27.4.1） 

西武第二学童保育室 40 23 16 10 0 0 0 49 122.5 平 27.4.1 

東金子学童保育室 小谷田 1524 40 20 11 18 2 0 0 51 127.5 
昭 56.6.1 

（R4.4.1） 

 
藤沢北学童保育室 

東町 7-7-1 

40 18 13 13 0 0 0 44 110.0 
昭 58.6.1 

(R4.4.1) 

 

R 

 

藤沢北第二学童保育室 40 14 15 11 0 0 0 40 100.0 令 4.4.1 

藤沢北第三学童保育室 40 18 14 10 0 0 0 42 105.0 令 4.4.1 

高 倉 学 童 保 育 室 高倉 4-14-7 40 13 13 10 6 1 0 43 107.5 
昭 59.4.1 

(R4.4.1) 

 

rei 
黒 須 学 童 保 育 室 春日町 2-14-59 70 30 26 26 5 0 0 87 124.2 昭 62.4.1 

扇 学 童 保 育 室 久保稲荷

5-7-14 

60 21 17 8 6 0 0 52 86.6 平元.4.1 

扇第二学童保育室 50 13 10 12 2 5 1 43 86.0 平 22.4.1 

金 子 学 童 保 育 室 
西三ツ木 150 

50 16 12 6 3 5 0 42 84.0 平 2.7.1 

金子第二学童保育室 40 9 16 5 4 2 1 37 92.5 平 29.4.1 

狭 山 学 童 保 育 室 二本木 71-1 70 15 12 16 7 1 0 51 72.8 
平 3.7.1 

(H20.4.1) 

藤沢南学童保育室 
上藤沢 37-2 

40 9 7 8 5 0 1 30 75.0 
平 4.4.1 

(H30.4.1) 

藤沢南第二学童保育室 40 9 6 9 4 1 1 30 75.0 平 30.4.1 

藤沢東学童保育室 
東藤沢 7-9-1 

70 13 13 9 6 3 1 45 64.3 平 5.4.1 

藤沢東第二学童保育室 40 18 11 11 5 2 0 47 117.5 令 2.4.1 

仏 子 学 童 保 育 室 仏子 433-1 50 13 18 12 3 1 0 47 94.0 平 8.4.1 

宮 寺 学 童 保 育 室 宮寺 594-1 40 9 11 8 1 2 0 31 77.5 平 12.11.1 

新 久 学 童 保 育 室 新久 500 60 14 16 9 8 5 2 54 90.0 平 17.4.1 

東 町 学 童 保 育 室 向陽台

2-1009-3 

55 15 12 11 8 0 0 46 83.6 平 19.4.1 

東町第二学童保育室 40 14 12 9 9 0 0 44 110.0 平 31.4.1 

合  計 1,175 381 338 275 90 33 8 1,125 95.7  

注1 開設年月日（ ）は改築年月日 

 

 (5) 学童保育室（民設民営） 

令和８年４月１日現在 

名   称 所在地 定 員 
学 年 別 内 訳 入室率 

(%) 
開設年月日 

1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 合計 

アフタールーム「チポ

リーノ」 

下藤沢

1304-2 
26 5 6 7 7 4 2 31 119.2 令 2.4.1 

LEGATO 
扇台

6-10-22 
30 11 6 10 9 1 2 39 130.0 令 4.4.1 

スキップキッズ 
野田 

554 
40 3 4 2 11 6 0 26 65.0 令 5.4.1 

合  計 96 19 16 19 27 11 4 96 100.0  
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４ 障害者福祉 
 

 (1) 身体障害者手帳所持者数 

 

区       分 R6.3.31現在 R7.3.31現在 R8.3.31現在 

１ 級 １，４５０ １，４６０ １，４３３ 

２ 級 ６００ ５９９ ５８４ 

３ 級 ６２６ ５９６ ５９４ 

４ 級 １，０３９ １，０３４ １，０３８ 

５ 級 ２３８ ２３０ ２３９ 

６ 級 ２４３ ２４３ ２５１ 

計 ４，１９６ ４，１６２ ４，１３９ 

 

 (2) 療育手帳所持者数 

 

区       分 R6.3.31現在 R7.3.31現在 R8.3.31現在 

Ⓐ 

（最重度） 

１８歳未満 ３７ 
１９６ 

４２ 
２００ 

４７ 
２０６ 

１８歳以上 １５９ １５８ １５９ 

Ａ 

（重 度） 

１８歳未満 ５０ 
２２５ 

４８ 
２２９ 

４７ 
２３２ 

１８歳以上 １７５ １８１ １８５ 

Ｂ 

（中 度） 

１８歳未満 ５７ 
３４６ 

６８ 
３７６ 

６５ 
３８２ 

１８歳以上 ２８９ ３０８ ３１７ 

Ｃ 

（軽 度） 

１８歳未満 １６６ 
４０２ 

１６１ 
４０４ 

１８７ 
４３９ 

１８歳以上 ２３６ ２４３ ２５２ 

計 
１８歳未満 ３１０ 

１，１６９ 
３１７ 

１，２０９ 
２０６ 

１，２５９ 

１８歳以上 ８５９ ８８４ ９１３ 

 

(3) 精神障害者保健福祉手帳所持者数 

 

区       分 R6.3.31現在 R7.3.31現在 R8.3.31現在 

 

１ 級 １２６ １４７ １５２ 

２ 級 １，０６３ １，１６６ １，２８１ 

３ 級 ６１２ ６６９ ６７０ 

計 １，８０１ １，９８２ ２，１０３ 
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５ 高齢者福祉 

 
 (1) 健康推進クラブ数（地区別）                令和８年５月１日現在 

地区別 豊 岡 東金子 金 子 宮 寺 藤 沢 西 武 合 計 

クラブ数 18 4 5 4  7 10 48 

会員数 766 201 259 276 376 628 2,506 

 

      ｏ 健康推進クラブへの補助金……………３，２４０，５００円 

      ｏ 健康推進クラブ連合会補助金…………  ５４３，６００円 

※令和８年度見込み 
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６ 国民年金 

 
(1) 被保険者加入状況 

                                令和８年３月末現在 

区          分 人        数 

第 １ 号 被 保 険 者  １５，３３２人 

任 意 加 入 被 保 険 者   ２２８人 

第 ３ 号 被 保 険 者 ７，５２４人 

合          計           ２３，０８４人 

 

(2) 給付状況 

 

ア  拠出年金（旧法）                      令和８年３月末現在 

区     分 受 給 者 数 金     額 備     考 

老 齢 年 金 ９４人 ４２，６９６，７２４円 ５年年金含む 

通算老齢年金 ７１人 １７，５６５，６６４円  

障 害 年 金 １７人 １６，２０５，７２５円  

母 子 年 金 ０人 ０円  

遺 児 年 金 ０人 ０円  

合   計 １８２人 ７６，４６８，１１３円  

 

イ 基礎年金                          令和８年３月末現在 

区      分 受 給 者 数 金       額 

老 齢 基 礎 年 金 ４２，６０７人 ３０，８５２，４０５，２６３円 

障 害 基 礎 年 金 １，２８０人 １，１４５，４１０，６２５円 

障害基礎年金（30条 4） １，２００人 １，０８１，８８３，１５０円 

遺 族 基 礎 年 金 ２２１人 １８４，４１６，９００円 

合      計 ４５，３０８人 ３３，２６４，１１５，９３８円 

  

ウ その他                            令和８年３月末現在                          

区      分 受 給 者 数 金       額 

寡 婦 年 金  １６人 ６，４０３，６５８円 
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７ 国民健康保険 

 
  (1) 国民健康保険税 

  ア 納  期 ７月、８月、９月、１０月、１１月、１２月、１月、２月の年８回 

  イ 賦課基準（過去５年間） 

区 分 令和３年度 令和４年度～令和５年度 令和６年度～令和７年度 

 医療 支援 介護 医療 支援 介護 医療 支援 介護 

所得割 
7.4 

100 

2.0 

100 

1.4 

100 

7.4 

100 

2.4 

100 

1.6 

100 

6.5 

100 

2.7 

100 

2.3 

100 

資産割 
10 

100 
― ― 

10 

100 
― ― ― ― ― 

均等割 20,000 8,000 12,000 20,000 10,000 13,000 35,000 16,000 16,000 

平等割 3,000 ― ― 3,000 ― ― ― ― ― 

 

  ウ 賦課状況（過去５年間） 

区分 

 

年度別 

世帯数 
 
Ａ 

被保険 
者 数 
Ｂ（人） 

現年度分 
調定額 

Ｃ（千円） 

一世帯当 
り調定額 
Ｃ/Ａ（円） 

一人当 
り調定額 
Ｃ/Ｂ（円） 

最高 
限度額 
（円） 

最低額 
 

（円） 

令和３年

度（医療分

と支援分は

対象者が同

じ） 

医療分 
24,541 37,996 2,221,038 90,503 58,454 630,000 6,900 

支援分 
24,541 37,996 629,878 25,666 16,577 190,000 2,400 

介護分 
10,150 11,837 205,344 20,230 17,347 170,000 3,600 

令和４年

度（医療分

と支援分は

対象者が同

じ） 

医療分 
24,430 37,134 2,175,344 89,043 58,580 630,000 6,900 

支援分 
24,430 37,134 733,828 30,037 19,761 190,000 3,000 

介護分 
10,030 11,604 223,435 22,276 20,116 170,000 3,900 

令和５年

度（医療分

と支援分は

対象者が同

じ） 

医療分 
23,637 35,249 1,998,144 84,534 56,686 650,000 6,900 

支援分 
23,637 35,249 677,701 28,671 19,226 200,000 3,000 

介護分 
9,800 11,281 208,234 21,248 18,458 170,000 3,900 

令和６年

度（医療分

と支援分は

対象者が同

じ） 

医療分 
22,940 33,502 1,964,305 85,627 58,632 650,000 10,500 

支援分 
22,940 33,502 828,798 36,128 24,738 220,000 4,800 

介護分 
9,475 10,862 265,095 27,978 24,405 170,000 4,800 

令和７年

度（医療分

と支援分は

対象者が同

じ） 

医療分 
22,343 31,941 1,917,656 85,828 60,037 650,000 10,500 

支援分 
22,343 31,941 816,411 36,539 25,559 240,000 4,800 

介護分 
9,275 10,579 263,250 28,382 24,884 170,000 4,800 
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 エ 収納状況（過去３年間）                    （単位：円） 

区分 

年度 
調   定   額 収  納  額 未  収  額 

収 納 

割 合 

５年度 

現 2,884,080,000 2,753,746,627 
(50,900) 

130,282,473 
95.48 

滞 425,406,781 126,683,427 
(41,463,647） 

257,259,707 
29.78 

計 3,309,486,781 2,880,430,054 
(41,514,547） 

387,542,180 
87.04 

６年度 

現 3,058,200,000 2,901,861,342 
(58,400) 

156,280,258 
94.89 

滞 386,969,592 117,195,130 
(32,736,077） 

237,038,385 
30.29 

計 3,445,169,592 3,019,056,472 
(32,794,477） 

393,318,643 
87.63 

７年度 

現 2,997,318,100 2,847,229,698 
(333,700) 

149,754,702 
94.99 

滞 390,657,894 125,550,362 
(24,246,232） 

240,861,300 
32.14 

計 3,387,975,994 2,972,780,060 
(24,579,932） 

390,616,002 
87.75 

 

 (2) 保険給付状況（過去３年間）                   （単位：千円） 

年  度 

項  目 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 

療

養

の

給

付

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

療

養

諸

費

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

入院 
件 数 6,562 6,347 5,982 

費 用 額 4,227,372 4,210,276 4,074,408 

入院外 
件 数 235,781 223,872 210,782 

費 用 額 4,145,040 3,932,988 3,843,789 

歯科 
件 数 62,470 58,672 57,963 

費 用 額 725,658 691,089 673,690 

合計 
件 数 304,813 288,891 274,727 

費 用 額 9,098,070 8,834,353 8,591,887 

薬剤支給 
件 数 169,388 161,622 151,340 

費 用 額 2,126,948 2,016,329 1,968,340 

訪問看護 
件 数 2,195 2,377 2,684 

費 用 額 167,415 193,528 241,913 

療養費 
件 数 14,362 13,446 12,752 

費 用 額 130,026 129,460 121,518 

その他の給付費 
件 数 370 344 308 

支 給 額 47,509 49,457 33,635 

高額療養費 
件 数 24,160 23,265 21,988 

支 給 額 1,325,807 1,348,975 1,314,325 

移 送 費 
件 数 0 0 0 

支 給 額 0 0 0 
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 (3)  被保険者加入状況 

                               令和８年３月末現在 

区 分 人  口 被保険者数 加入割合 世 帯 数 国保世帯数 加 入 割 合 

令和３年度 146,074 32,400 22.18 67,072 21,109 31.47 

令和４年度 145,360 30,630 21.07 67,769 20,409 30.12 

令和５年度 144,262 29,118 20.18 68,175 19,738 28.95 

令和６年度 142,880 27,624 19.33 68,553 19,160 27.95 

令和７年度 141,850 26,372 18.59 69,006 18,548 26.88 

 

 (4) 療養の給付関係諸率 

 

年度別 

項目 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 

入 

院 

受 診 率 （％） 21.77 22.22 21.92 

一 人 当 り 費 用 額 （円） 140,244 147,372 149,268 

一 件 当 り 日 数 （日） 17.01 16.86 16.51 

一 件 当 り 費 用 額 （円） 644,220 663,349 681,111 

入
院
外 

受 診 率 （％） 782.21 783.62 772.21 

一 人 当 り 費 用 額 （円） 137,513 137,666 140,819 

一 件 当 り 日 数 （日） 1.44 1.44 1.43 

一 件 当 り 費 用 額 （円） 17,580 17,568 18,236 

歯 
科 

受 診 率 （％） 207.25 205.37 212.35 

一 人 当 り 費 用 額 （円） 24,074 24,190 24.68 

一 件 当 り 日 数 （日） 1.58 1.55 1.51 

一 件 当 り 費 用 額 （円） 11,616 11,779 11,623 

調
剤
・
訪
看 

受 診 率 （％） 569.23 574.05 564.27 

一 人 当 り 費 用 額 （円） 76,116 77,352 80,974 

一 件 当 り 日 数 （日） 1.24 1.25 1.27 

一 件 当 り 費 用 額 （円） 13,372 13,475 14,350 

 

その他 

 

 出産育児一時金（一件当り）488,000円（令和 5年 4月 1日より） 

令和 5年 3月 31日以前の出産については 408,000円 

＊産科医療補償制度加入の医療機関で出産した場合 12,000円加算 

    

葬祭費（一件当り） 50,000円（平成 19年 1月 1日より） 
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８ 健康福祉 

 (1) 健康福祉センター 

   ア 施設の概要 

名        称 入間市健康福祉センター 

所 在 地 入間市大字上藤沢７３０番地１ 

敷  地  面  積 １７，２７９．１８㎡ 

建 築 面 積   ４，００４．５９㎡ 

延  床  面  積 ７，９５５．７７㎡ 

建 物 の 構 造 鉄筋コンクリート造(一部鉄骨造)３階建 

設 置 年 月 日 平成１５年４月１日 

建 設 費 

 

総建設費 ３，３６３，３３８千円 

 

      国庫補助金   １００，７０６千円 

財源内訳  県 補 助 金         ８０，０００千円 

      市 債      １，７６８，７００千円 

      建 設 基 金   ８２２，７２２千円 

      一 般 財 源   ５９１，２１０千円 

 

 

イ 開館時間及び休館日 

   ☆開 館 時 間  午前８時３０分から午後１０時までです。 

   ☆休 館 日  年末年始（１２月２９日から翌年１月３日まで） 

 

ウ 使用料 

  ☆施設使用料（団体利用施設に係る使用料）           （単位 円） 

施 設 名 

午  前 午  後 夜  間 全  日 

９時～正午 １時～５時 
午後５時３０分

～午後１０時※ 

午前９時～ 

午後１０時 

２０１会議室 ２００ ３００ ３００ ７００ 

２０２会議室 ２００ ３００ ３００ ７００ 

２０３会議室 ２００ ３００ ３００ ７００ 

調理実習室 ９００ １，２００ １，３００ ３，０００ 

３０１会議室 １，８００ ２，４００ ２，７００ ６，２００ 

３０２会議室 ９００ １，２００ １，３００ ３，０００ 

ス タ ジ オ ５００ ６００ ７００ １，６００ 

    使用できる団体は、健康、医療、福祉、環境、文化、スポーツ及びまちづくり活動を 

   目的とする団体に限ります。 

※夜間の利用時間について、スタジオは午後９時までとなります。 
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   ☆施設使用料（個人利用施設に係る使用料）            （単位 円） 

施 設 名 利 用 区 分 料 金 

トレーニング室 

１     回     券 ４００ 

回数券（１１回券） ４，０００ 

シャワー利用/１回 １００ 

超過料金/２時間 ４００ 

障   害   者 １００ 

  【トレーニング室の利用について】 

    ●利用時間:     月～土曜日  午前９時～午後９時（受付は午後８時まで） 

                       日曜日・祝日 午前９時～午後５時 （受付は午後４時まで） 

 ●利用条件:     １５歳以上（中学生を除く）でセンターが行う講習を修了した方 

 ●使 用 料:     ※市内、所沢市、狭山市、飯能市、若しくは日高市の区域内に住所

を有しない方（市内に在勤、又は在学する方を除く。）の使用料

は、倍額となります。 

          ※令和６年４月１日から、６５歳以上の区分を廃止した料金となって 

います。 

   ☆健康診断に係る費用                     （単位 円） 

健  康  診  断  の  種  類 対    象 金   額 

人 間 ド ッ ク ２８歳以上の方 ３７，０００ 

人間ドック

オプション 

喀痰（かくたん）検査  

 

 

人間ドックオプション検査を

希望する方 

３，０００ 

 

婦人科

検査 

 

乳がん検査 ２，０００ 

子宮頸がん 

検査 
３，０００ 

腫瘍マーカー検査 ４，４００ 

胃がんリスク検査 ５，０００ 

市 民 健 康 診 断 

１６歳以上４０歳未満の市民

（職場等で受診機会がある方

は除く） 

１，３００ 

胃がん検診 

胃部エックス線 

検査 

１６歳以上３０歳未満の市民

（職場等で受診機会がある方 

 は除く） 

１，４００ 

胃内視鏡検査 
５０歳以上の市民で前年度に 

同検査を受診していない方 
３，０００ 

肝 炎 ウ イ ル ス 検 診 
４０歳以上の市民で過去に同

検査をしたことがない方 
７００ 

前立腺がん検診 ５０歳以上の男性市民 １，０００ 
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(2) 成人健（検）診の受診状況 

健（検）診名 
令和７年度 

対象者（人） 

令和７年度 

受診者（人） 
受診率（％） 要精密検査（人） 

胃がん検診 

（30歳以上） 
５２，０２７ ３，４３４ ６．６０ ２５９ 

（16 歳以上 30 歳未満） ９，０６５ ６ ０．０７ ０ 

子宮頸がん検診 ３３，４９５ ６，７９９ ２０．３０     １２９ 

乳がん検診  ２９，０１７ ５，２５７ １８．１２ ４４８ 

肺がん・結核検診 ６１，０９２ １３，０６７ ２１．３９ ５０８ 

大腸がん検診 ５２，０２７ ９，９２３ １９．０７ ６４９ 

前立腺がん検診 １８，９１０ ２，６８８ １４．２１ ３１０ 

成人歯科検診 ７，８４９ ６３１ ８．０４ ５１８ 

骨粗しょう症検診 ２，７９１ ２２５ ８．０６ ６９ 

市民健康診断    － ２６７ － － 

肝炎ウイルス検診（節目） － ２８ － ０ 

 （節目外） － ４３８ －  ２ 

 

(3) 予防接種の受診状況                               

予 防 接 種 名 
令和７年度 

接種者（件） 

令和６年度 

接種者（件） 
増減（件） 備   考 

５種混合 ２，２７８ １，６１２ ６６６ 
４種混合から５種混合が主流に

なり増加 

４種混合 １８３ ９６６ －７８３ ５種混合導入により減少 

３種混合 ３ １ ２  

２種混合 ８６９ ８８６ －１７  

麻しん風しん混合 １，４１５ １，５３０ －１１５  

日本脳炎 ３，１０３ ３，６８１ －５７８  

ポリオ ３ ０ ３  

Ｂ型肝炎 １，６７９ １，８０１ －１２２  

ヒブ（Ｈｉｂ） ５２ ８６０ －８０８ ５種混合導入により減少 

小児用肺炎球菌 ２，２８６ ２，４８２ －１９６  

水痘 １，１３７ １，２６３ －１２６  

ロタウイルス １，２７２ １，３４６ －７４  

ＢＣＧ ５６０ ５７１ －１１  

ＨＰＶ（子宮頸がん） １，４７８ ４，７５３ －３，２７５ 

令和６年度末でキャッチアップ

接種が終了したことに伴う大幅

減少（一部令和７年度末まで一年

延長） 

高齢者肺炎球菌 ６０５ ３０８ ２９７  
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高齢者 

帯状疱疹 

ビケン ８４４   

令和７年度より定期接種開始 シング 

リックス 
２，１８５   

合計 ３，０２９   

高齢者インフルエンザ １９，３２３ １９，００６ ３１７  

高齢者新型コロナ 

ウイルス感染症 
１，６０２ ５，７２９ －４，１２７ 自己負担増額による減少 

 

（4） 乳幼児健診の受診状況                    （令和７年度） 

健  診  名 対象者（人） 受診者（人） 受診率（％） 

３～４か月児健診 ５７０ ５５９ ９８．０７ 

１歳６か月児健診 ６４９ ６３５ ９７．８４ 

３ 歳 児 健 診 ７４１ ７２６ ９７．９７ 

 

（5）トレーニング室の利用状況                  （令和７年度） 

利 用 形 態 利用延人数（人） 利用率（％） 

個人利用者 

７０歳以上 １４，３７５ ４０．６ 

６０歳代 ７，８９０ ２２．３ 

５０歳代 ６，９２０ １９．５ 

４０歳代 ３，０１０ ８．５ 

３０歳代 １，８８７ ５．３ 

２０歳代 １，１０２ ３．１ 

１０歳代 ２６２ ０．７ 

小 計 ３５，４４６ １００．０ 

初回講習会 

参加者 

６５歳以上 １０７ １８．９ 

６５歳未満 ４５９ ８１．１ 

小 計 ５６６ １００．０ 

再講習会 

参加者 

６５歳以上 ４７ ４６．１ 

６５歳未満 ５５ ５３.９ 

小 計 １０２ １００．０ 

合 計 

（年 間 利 用 延 人 数） 

 

３６，１１４ 
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